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＜第 3回研究会報告書＞

北海道の自治体で考えるレジリエント社会
―地域防災と地理空間情報―

加藤　知愛・米田　夏輝

1．イントロダクション

内閣府が 2020年 4月 21日に公表した北海
道・東北地方北部の太平洋側を震源とする巨大
地震の想定によると，北海道沖の千島海溝で最
大マグニチュード（Ｍ）9.3，東北沖の日本海
溝でＭ 9.1の地震，最高約 30mの大津波が東
日本の広範囲に到達する。沿岸部に位置する自
治体の防災政策課では，この予測下で緊急対応
するための防災政策と地域防災計画の策定が進
められている。北海道大学公共政策大学院の防
災政策研究ユニットでは，防災政策研究の学術
的な知見を，これらの試みに生かすとともに，
そうした状況に対応できる人材を育成する活動
を行っている。
本報告では，防災政策研究ユニットで実施し
ている事業の 1つである「レジリエンス起業家
プログラム（後述）」を題材に，同プロジェク
トの研究と事業デザインに従事する加藤知愛よ
り，自治体における防災政策の立案時において
考慮することが望まれる「レジリエント社会」
について定義する（2-1,2-2）。続いて，同プロ
グラムから生まれた事業案の中から，北海道大
学から参加した米田夏輝（報告者）のレジリエ
ンスビジネスモデルを，今日的な防災に関わる
課題に取り組んでいる登別市で活用するアプ
ローチを提示する（4-1,4-2）。最後に，上記議
論をもとに，自治体におけるレジリエント社会
の構築について考察を加える。

2．レジリエント社会とは何か

2-1．レジリエンス教育プログラム 2019-2021
が提示するレジリエンス
文科省次世代アントレプレナー育成事業 1）

に接続する共通基盤事業「レジリエント社会構
築を牽引する起業家精神育成プログラム（レジ
リエンスプログラム）」は，災害復興時に求め
られる人材像と能力を持つ人材を育成する教育
プログラムとして開発され，2019年より 3年
間実施された 2）。全国から参加した受講生は，
レクチャー，フィールドワーク，ワークショッ
プを通じて，復興を担う人材に求められる能力
やスキルを習得して，レジリエンス・ビジネス
を設計して発表する。
本プログラムでは，レジリエンスについて，

①災害被害からの早期回復，②被害の最小化，

1︶ h t t p : / / w w w. m e x t . g o . j p / a _ m e n u / j i n z a i /
edge/1346947.htm

2︶ レジリエンスプログラムは，開発と実施の妥当
性と教育効果を測定するため，3 つの評価（プ
ログラム評価：運営の妥当性調査，教育効果評
価：ルーブリック評価による習熟度調査，形成
的評価：課題達成度調査）を組み合わせた評価
体系を備えている。2019 年のプログラムでは，
3 セッション（神戸・東北・北海道）あり，神
戸セッションの満足度は 52%，北海道セッショ
ンは 70% だった。各コンテンツの満足度は，
適切であったと評価された。教育効果はルーブ
リック指標を最初に設定して評価した。習得ス
キルはプログラムの進展につれて向上してい
る。

地域経済経営ネットワーク研究センター年報　第 11 号
北海道大学　2022. 3

11_008_加藤知愛・米田夏輝.indd   42 2022/03/23   17:54:49



③被害の最小化かつ早期回復，④災害以前より
もより良い社会への再構成，と定義する。そし
て，①②③よりも，④を重視している。そのた
めに求められる 4つのスキルは，①社会システ
ムの背景を理解する力，②極度の状況変化を予
測する力，③自助・共助・公助から経営資源を
調達する力，④社会的価値と経済的価値を統合
する力，である。レジリエンス・ビジネスは，
災害時と平常時の両方で機能する（かつ，状況
に合わせて切り替える）事業モデルになる。
2019年度にデザインされたビジネスモデルに
は，4つの類型が見られた。即ち，①公共政策
的なサービスを補うビジネス，②避難所に関す
るビジネス，③研究開発したシーズを活用する
ビジネス，④人の命を守るビジネス，である。
これらの中には，特許出願や特定の自治体で事
業化することを検討したケースが含まれてい
る 3）。

2-2．レジリエント社会を定義する
レジリエント /レジリエンスという概念は，

多義的な意味を包含する概念であるため，どの
ような状況下で，どのような研究領域で議論す
るのかを，最初に定義する必要がある。レジリ
エント社会を論じるTo w a r d s  R e s i l i e n t 

Organizations and Societies4）では，レジリエン
スは，変化と安定性のバランスが取れた状態に
成立する。変化が強くなりすぎると成立せず，
安定性だけを追求しすぎても，変化に適応でき
ず，成立しない。都市づくりの観点からレジリ

エンスを捉える Resilience trade-offs5）では，既
存のシステムと新しいシステムの間の 3つの段
階（危機から①回復する，危機に②適応する，
③新しい状況を作る）を規定し，エンジニアリ
ングが①の役割を担い，社会的環境づくりが②
と③の役割を担う。レジリエンスを作り出す条
件に Technologicalシステムがあるスキームモ
デルが提示されている。
防災政策研究ユニットでは，国連防災会議の
レジリエンスの定義 6）を採用しているが，今
日的なレジリエント社会論の概念を示す上記の
3の段階のレジリエンスの考え方も加味して
「レジリエンスを構成する 4つの R7）と 7つの

3︶ 発災後からレジリエント社会の実現までの間に
は，3 つの段階：①国の政策の実施フェーズ，
②被災地の自助努力と市場活用フェーズ，③新
しい経済循環の創出フェーズ，がある。レジリ
エンス起業家は，②の終盤段階から③段階で活
躍することになる。

4︶ Ro mu l o  P i n h e i ro,  M a r i a  L a u r a ,  Fr i g o t t o 
Mi tche l l  Young  （2021） Tow a rd s  R e s i l i e n t 
Organizations and Societies: A Cross-Sectoral 
and Multi -Discipl inary,  Perspective Palgrave 
Macmillan.

5︶ L o re n z o  C h e l e r i ,  Ja m e s  J.  Wat e r s,  M a r t a 
Olazabal and Guido Minucci （2015） Resilience 
t rade -o ff s :  addres s ing  mul t ip l e  s ca l e s  and 
t e m p o r a l  a s p e c t s  o f  u r b a n  r e s i l i e n c e , 
Environment & Urbanization， Vol.0 （0） : 1–18.

6︶ レジリエンスとは，ハザードに曝されたシステ
ム，コミュニティあるいは社会が基本的な機構
及び機能を保持・回復するなどを通じてハザー
ドから受ける影響に対して，適切なタイミング
かつ効果的な方法で抵抗・吸収・受容し，また
そこから復興する能力をいう（国連防災計画作
成 2009 年度用語集）。

7︶ 4 つの R とは，以下の 4 つの性質であり機能で
ある。① Robustness（頑健性）：災害に対する
強さ，耐久性，② Redundancy（冗長性）：災
害によって失われる機能を代替する備えがある
こと，③ Resourcefulness（臨機応変性）：災害
時に資源と人材を合理的に動かすことができる
こと，④ Rapidity（迅速性）：災害のダメージ
から早く回復し，本来の目的を達成する（加
藤：2021）。

8︶ 7 つの要件は，以下の通り。① Robustness（頑
健性） a 災害が起きても事業を持続できる資金
力などの経営資源がある，② Redundancy（冗
長性）b 災害が起きても，指揮系統やオペレー
ションにおいて複数の機能代替手法がある，③
Resourcefulness（臨機応変性）c 緊急事態時の
コマンドの体系がある，d 緊急時のサプライ
チェーンマネジメントシステムがある，④
Rapidity（迅速性）e Build Back Better を定義
している，f  許容期間内に事業を再開できる，
g 復興の先にめざす世界に到達することができ
る（加藤：2021）。
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要件 8）」に整理し，これらの要件を充足するに
つれて，レジリエント社会に近づくアプローチ
を提示している 9）。地域社会で 4つの Rと 7

つの用件を満たす上では，国際標準化機構
International Organization for Standardization 

による ISO social securityの「災害時の警告」
という考え方が参考になる。また，復旧時に，
破壊されたインフラを，レジリエントなインフ
ラに作り変えるインフラレジリエンス 10）概念
も重要である。復興の過程では多局面で，「元
のシステムに戻ろうとする力学」と，「新しい
社会システムを構築しようとする力学」が働い
て，鬩ぎ合う現象が生じることを覚悟しなけれ
ばならない。こうした揺れ動きに「耐えられ
る」コミュニティこそが，レジリエント社会の
要件となる。つまり，「レジリエント社会を構
築する」とは，「様々な予想外の状況に直面し
ても，コンフリクトを減らしながらそれらの変
化を受容し，既存のシステムと新しいシステム
の間を揺れ動きながら，変化に適応する状態に
移行させていくことである（transform）」とい
えるだろう。

3．道内自治体の地域防災　ケーススタディ－
登別市－

防災政策研究ユニットは，2021年に防災強

靭化計画（登別市防災会議）と地域防災計画を
策定した登別市の防災担当者と，登別防災ラボ
を設けて，共に防災システムを構築しようとし
ている。参画する担当者にインタビューを行っ
た結果 11），津波避難訓練の実施に対する協力
ニーズがあることがわかった。また，「北海道
から，近々，河川の洪水の浸水想定が発表され
る。津波被害に加えて，小規模の河川が登別に
も何箇所かあるので，複合的な防災に対応して
いくことになる。それぞれの災害ごとに，独自
にデータを集めて，地図上に重ねたい」「北海
道の 10年間の災害の規模と 1000年間の災害規
模の河川の洪水における浸水想定のデータが出
ている。降水量と川の氾濫の関係について知り
たい。データの扱い方を専門家の方から意見を
聞きながら，独自の資料として持ちたい」「地
理情報を使った作業をゼロからスタートするの
で，市民や町内会の方に，目に見えるような資
料作りのアドバイスがほしい」等のニーズが
あった。
防災政策研究ユニットでは，上記のニーズに
対応するための登別防災ラボを開催する予定で
ある。

4．災害の可視化－レジリエンスプログラムで
の取り組み－

4-1．自治体の防災政策立案サポートモデルデ
ザイン
相模湾に面する神奈川県鎌倉市には，相模ト
ラフ地震等の災害リスクがあるにも関わらず，
直近の津波災害が 1923年に発生した関東大震
災まで遡るために，地域の災害対策が不足して
いる状況にある。鎌倉市においては，東日本大
震災後に警察署が海沿いに移転した事例があ
る。震災前から計画が進んでいたために，一概
に防災意識の低さを示すものではないが，移転

9︶ 「4 つの R と 7 要件」を組み込んだ事業計画に
従って平常時の事業を推進し，災害時には，危
機管理フローを起動して，早期に平常時に戻
る。これらのマネジメント能力を身につけたレ
ジリエンス人材が，地域社会の復旧・復興事業
においては必要である。

10︶ 緊急時にシャットダウンするインフラや，新し
い現実に適応しないインフラは，災害対応や社
会的連帯を困難にし，経済成長の妨げとなる。
古いインフラの維持に膨大なコストをかける代
わりに，既存のインフラに，持続可能性とレジ
リエンスを備えた新しい運用モデルを適用する
と様々なメリットが得られる（https://intelligence.
weforum.org/topics/a1Gb0000000LiPXEA0?tab
=publications）。

11︶ 登別市の防災に関わる課題に関するインタビュー
は， 2021.11.15 10:00-11:00 @Zoom で実施した。
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の事例からも当該地域の津波災害等への認識の
甘さを窺い知ることができる。この問題を被災
のダメージを減らす施策を考える切り口と捉え
て，レジリエンスプログラムに参加し，解決す
るためのビジネスモデルを考えた。
防災計画は一度策定されてしまうと，なかな
か更新をすることができない。策定された時点
と災害発生時点での状況の相違，地域の変化
等，計画段階からの状況変化によって適切な災
害対応が難しいと想定される。常に「最適化」
された災害対応を実現するための行動は何かと
いう問いを持ちながらプログラムに取り組み，
QGIS12）を活用するビジネスモデルを思いつい
た。このモデルは，①QGISを活用して地理情
報を可視化し，現状分析を行い，②それらの情
報をもとに行政や地域住民と共に避難訓練を実
施し，その避難訓練から得られたデータを蓄積
することで，その地域の防災に関する課題等を
把握し，③データのフィードバックから，より
精度の高い避難訓練を企画するなど，より良い
防災システム構築を支援する。最終プレゼン
テーションでは，このビジネスモデルの特徴に
は，行政と大学と住民が協働して防災システム
を構築する有用性と，条例や防災計画などの施
策の改良を促進する可能性があることを提案し
た。

4-2．登別市を事例に，地理情報を活用して災
害を可視化する
登別市の被害想定のケースを，QGISを使っ

て考えていく。無償で利用できる①国勢調査，
②オープンストリートマップ，③津波深度予測
の 3つのデータをインプットし，登別市の津波
被害の概況を示す。（図 1）
沿岸部側に多くの人口が密集していることが

わかる。さらに津波の浸水予測より，ほとんど
の地域が浸水してしまい 72%の市民，75%の
事業所が浸水区域にあることが明らかとなっ
た。静止画だけでは実感を掴みづらいので，ど
のくらいの速さで津波が到達するのかを動画
化 13）した。北海道の公開したデータによると
登別市は地震発生から約 30分後に津波が到達
すると予測されている。本動画では 31分目か
らの浸水の様子を可視化している。40分目は
人口密集地がほとんど浸水する。登別市の主要
地域である「幌別」「鷲別」「登別」の 3つの地
域における被害の特徴は以下の通りである。
（1）幌別地区被害予測（図 2）
幌別地区には市役所があり，行政の中心エリア
である。ほとんどが津波被害を受けてしまう。
海岸線に鉄道（JR）が伸びていることによっ
て，海岸側から内陸側への避難移動が難しい可
能性がある。線路を横断するためには，橋を越
えたり，踏切を越えたりしなければならないた
めに移動手段が限定されてしまう。更には災害
時であっても勝手に線路に入ってはならないと
いう JRの見解があるために，災害時にはこの
ような場所が混雑すると考えられる。
（2）鷲別地区被害予測（図 3）
鷲別地区は集合住宅や商業施設などが多く立地
する地域である。JR室蘭本線が内陸側に逸れ
るために，鉄道より海側に立地する建物が幌別
地区に比べ多い。幌別地区と同様に災害時の避
難行動に難点があるが，幌別地区以上に海側に
市民が居住しているために，有事の際の避難誘
導を検討する必要がある。
（3）登別地区被害予測（図 4）
登別地区は幌別や鷲別の 2つのエリアほど浸水
しない（図 4）。JR室蘭本線も山側に近く，線
路より海側にある建物はほとんどない。した
がって有事の際の避難オペレーションは比較的

12︶ QGIS とは地理情報システムの閲覧，編集，分
析機能を有するオープンソースソフトウェア・
GIS ソフトである。誰でも無料で使用すること
ができる。

13︶ 動画は次のリンクより視聴可能である。http://
natsukiyoneda.com/wp-content/uploads/2022/ 
01/1.mp4
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図 1　登別市人口分布 /津波浸水深度

津波被害の概況と登別市人口分布

図 2　幌別地区被害予測

幌別地区被害予測
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容易になるはずだ。

ここまで QGISを用いて登別市における津
波被害について可視化してきた。登別市が想定
通りの被害を受けた場合，国道 36号線と JR

室蘭本線の 1部が浸水してしまう。これらの道
路と鉄道は北海道にとって幹線であり，物流に
大きな打撃を与えるリスクがある。また，既に
指定されている避難所が津波の浸水域とほぼ一
致していることが明らかになった。
データとしてはバラバラだったものを重ね合
わせることで，地域の災害対応における課題が
見えてくる。地域がどれほどの被害を受けるの
か，推計値ではあるが明らかにすることができ
る。今後これらの可視化を通じ，より精度の高
い被害予測の行っていく予定だ。その結果，災
害をより身近なものに感じることができ，現実
的な避難シナリオに基づいた避難訓練の実施が
可能になる。
また，行政と地域の住民が共に地域防災を考

え，住民が参加しながら防災政策を立案するし
くみを作れるのではないかと期待できる。仮に
災害が起きたとしても平常時から考えているの
で，行政の迅速な災害対応と，住民の避難行動
によって被害や損失を抑制することが可能とな
り，災害によって受けたダメージから早期に復
旧することができる。これらの試みを少しずつ
でも積み重ねることによって，登別市における
レジリエント社会の実現につながっていくと考
えている。

5．考察

本稿では，レジリエンスプログラムと防災政
策研究ユニットの活動を題材に，レジリエント
社会についての概念を整理した上で，登別市に
おける防災政策づくりに，同プログラムで立案
されたビジネスモデルを活用しながら，取り組
むアプローチを報告した。
行政と大学が同じテーブルで防災政策につい

図 3　鷲別地区被害予測
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て議論する登別防災ラボでは，防災に関する課
題とゴールを共有し，災害が起きた時にとるべ
き最適な行動様式を導き出すとともに，避難訓
練等から得られたデータを，防災の施策に
フィードバックすることにより，独自の防災シ
ステムを構築することに貢献したいと考えてい
る。この試みに，市民が加わることになれば，
地域防災の土壌が醸成され，一層，レジリエン
ト社会に近づいていくことになるだろう。
現在喫緊の課題となっている自治体の DX

（Digital Transformation）に対して，行政職員
や住民が，そこで求められる情報リテラシーを
獲得することにも寄与すると考えている。
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